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（１） 20,270 戸

（２） 8,194,787 ㎥

（３） 201,786 千円

3,054,230 千円

1,347,474 千円

1,706,755 千円

1 千円

2,636,939 千円

2,123,823 千円

512,051 千円

65 千円

1,000 千円

対し不足する額1,399,799千円は、過年度分損益勘定留保資金836,205千円、当年度分損益勘定

で補塡するものとする。）。

留保資金552,512千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額11,082千円

第 ３ 項 特 別 損 失

第 ４ 項 予 備 費

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

第 １ 項 営 業 費 用

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 １ 項 営 業 収 益

第 ２ 項 営 業 外 収 益

第 ３ 項 特 別 利 益

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業 管渠整備事業等

議案第14号

平成27年度天理市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 平成27年度天理市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
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431,965 千円

19,266 千円

399,770 千円

2,929 千円

10,000 千円

1,831,764 千円

286,193 千円

10,000 千円

1,532,625 千円

2,946 千円

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１） 収益的支出における各項間の流用

（２） 資本的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（１） 128,078 千円

千円である。

提 出

天 理 市 長 並 河 健

平 成 27 年 ３ 月 ２ 日

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

（他会計からの補助金）

第８条 下水道事業運営を助成するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、1,619,063

（一時借入金）

第５条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第 ２ 項 長 期 貸 付 金

第 ３ 項 企 業 債 償 還 金

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 支 出

第 ４ 項 そ の 他 資 本 的 収 入

支 出

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出

第 １ 項 建 設 改 良 費

第 １ 項 負 担 金

第 ２ 項 補 助 金

第 ３ 項 長 期 貸 付 金 回 収 金

収 入

第 １ 款 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
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うち、仮受消費税及び地方消費税
97,164千円

収 益 １ 営 業 収 益 1,347,474

１ 下 水 道 使 用 料 1,311,381 下水道使用料収入

２ 他 会 計 負 担 金 35,991 一般会計からの負担金

３ そ の 他 営 業 収 益 102 手数料等

２ 営業外収益 1,706,755

１ 受 取 利 息 100 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 1,289,293 一般会計からの補助金

３ 県 補 助 金 10,571 農業集落排水施設事業に対する助成金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 406,209
補助金等により取得した固定資産の償却
見合額

５ 雑 収 益 582 占用料等

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

うち、仮払消費税及び地方消費税
55,193千円、納税額31,921千円

費 用 １ 営 業 費 用 2,123,823

下水道管及び付属設備の維持管理に
要する費用
農業集落排水処理施設の維持管理に
要する費用

３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 8,525 雨水ポンプ場維持管理に要する費用

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金 579,471 県の処理場への排水処理費用

５ 業 務 費 41,918
下水道使用料の徴収等の業務に
要する費用

６ 総 係 費 99,034 事業活動全般に関連する費用

７ 減 価 償 却 費 1,228,043 固定資産の償却費用

８ 資 産 減 耗 費 45,047 固定資産の除却費

２ 営業外費用 512,051

１ 支 払 利 息 480,130 企業債及び一時借入金に対する利息

２ 消費税及び地方消費税 31,921

３ 特 別 損 失 65

１ 過年度損益修正損 65

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

平成27年度天理市下水道事業会計予算実施計画

 収益的収入及び支出

収 入

款 項 目 備 考予定額 （千円）

備 考目

83,609

38,176

管 渠 費

農業集落排水施設
維 持 費

１

２

１ 下水道事業 3,054,230

１ 下水道事業 2,636,939

支 出

款 項 予定額 （千円）
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うち、仮受消費税及び地方消費税
1,124千円

資本的収入 1 負 担 金 19,266

１ 受 益 者 負 担 金 846

２ 工 事 負 担 金 18,420

2 補 助 金 399,770

１ 他 会 計 補 助 金 329,770 一般会計からの補助金

２ 国 庫 補 助 金 70,000

3 長期貸付金 2,929

回 収 金 １
長 期 貸 付 金
回 収 金 2,929 水洗便所改造資金貸付金回収金

4 そ の 他 10,000

資本的収入 １
そ の 他
資 本 的 収 入 10,000

基金からの水洗便所改造資金貸付金の
原資受入

うち、仮払消費税及び地方消費税
18,358千円

資本的支出 １ 建設改良費 286,193

１ 公共下水道整備費 40,018 下水道管整備工事費等

２
公 共 下 水 道
長 寿 命 化 整 備 費 153,268 下水道管整備工事費等

３
特 定 環 境 保 全
公共下水道整備費 8,000 下水道管整備工事費等

４
農業集落排水施設
整 備 費 500 下水道管整備工事費等

５
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金 51,921 県の汚水処理施設建設負担金

６ リ ー ス 債 務 費 295

７ 職 員 給 与 費 24,205

８ 固 定 資 産 購 入 費 7,986

２ 長期貸付金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000 水洗便所改造資金貸付金

３ 企 業 債 1,532,625

償 還 金 １ 企 業 債 償 還 金 1,532,625 企業債償還元金

４ そ の 他 2,946

資本的支出 １
そ の 他
資 本 的 支 出 2,946 貸付金回収金を基金へ等

 資本的収入及び支出

収 入

１ 下水道事業 1,831,764

１ 下水道事業 431,965

目 予定額 （千円）項

支 出

款

備 考目

備 考

款 項 予定額 （千円）
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 406,209

減価償却費 1,228,043

賞与引当金の増減額（△は減少） 196

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,625

貸倒引当金の増減額（△は減少） 327

長期前受金戻入額 △406,209

受取利息 △100

支払利息 480,130

固定資産除却費 45,047

未収金の増減額（△は増加） 7,469

未払金の増減額（△は減少） △10,670

預り金の増減額（△は減少） 9,529

小計 1,763,596

利息の受取額 100

利息の支払額 △480,130

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,283,566

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △216,861

無形固定資産の取得による支出 △48,076

長期貸付金による支出 △10,000

基金へ長期貸付回収金の支出 △2,929

補助金、負担金等による収入 91,128

長期貸付金の回収による収入 2,929

基金から長期貸付金原資受入による収入 10,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △173,809

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,532,625

リース債務の返済による支出 △273

他会計からの出資による収入 320,766

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,212,132

資金減少額 102,375

資金期首残高 824,718

資金期末残高 722,343

平成27年度天理市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

(平成27年４月1日から平成28年３月31日まで)
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法 定

報酬 給料 賃金 手当 計 福利費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 2 )
10

( 0 )
3

( 2 )
13

( 1 )
10

( 0 )
3

( 1 )
13

( 1 )

( 0 )

( 1 )

管 理 職 時 間 外
手 当 勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 3,156 1,296 1,414 5,269 14,403 75

前年度 3,185 594 867 5,021 18,202 60

比   較 △ 29 702 547 248 △ 3,799 15

（千円）

本年度 4,740

前年度 0

比   較 4,740

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　括

区 分

職　 員　 数 給 与 費
合 計

特別職 一般職

（人） （人） （千円）

本

年

度

損益勘定支弁職員 0 131 46,734 1,532 36,355 84,752 19,121 103,873

資本勘定支弁職員 0 0 11,277 0 8,203 19,480 4,725 24,205

合 計 0 131 58,011 1,532 44,558 104,232 23,846 128,078

前

年

度

損益勘定支弁職員 0 201 46,401 1,368 36,176 84,146 20,332 104,478

資本勘定支弁職員 0 0 11,050 0 8,201 19,251 4,596 23,847

合 計 0 201 57,451 1,368 44,377 103,397 24,928 128,325

比

較

損益勘定支弁職員 0 △ 70 333 164 179 606 △ 1,211 △ 605
0

資本勘定支弁職員 0 0 227 0 2 229 129 358
0

合 計 0 △ 70 560 164 181 835 △ 1,082 △ 247
0

手当の内訳

区   分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 緊急手当

（千円） （千円） （千円）

3,408 1,680 8,569

4,404 1,818 9,876

△ 996 △ 138 △ 1,307

区   分
児童手当

管理職員特
退職手当

別勤務手当

（千円） （千円）

420 128

260 90

160 38
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12 人 2 人 14 人

13 人 0 人 13 人

△ 1 人 2 人 1 人

新陳代謝等に

係 る 増 減 分

△ 3 人

2 人

△ 2 人

4 人

181

２　給料及び手当の増減額の明細（一般職）

区 分
増減額

増減事由別内訳（千円） 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）

給 料 560

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

給与改定の状況

昇 給 に 伴 う 増 加 分 192 平均昇給率　　1.06％

そ の 他 の 増 減 分 368

職員数の異動状況

現 に 在 職
そ の 他 計

する職員数

本年度

前年度

増 減

採用、退職の状況等

 26年度退職者数

 26年度新規採用者数（うち再任用1名）

 26年度水道事業会計への異動者数

 26年度水道事業会計からの異動者数

（うち再任用1名）

手 当 181
制度改正に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分

３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

平 成 26 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 344,021

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 432,999

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 45.5

平 成 25 年 12 月 １ 日 現 在

平　 均　 給　 料　 月　 額　　（円） 324,855

平　 均　 給　 与　 月　 額　　（円） 403,528

平 　　　均 　　　年 　　　齢　　（歳） 46.7

大 学 卒 172,200 172,200

（２） 初任給

区　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職　　（円） 一般会計の制度　　行政職（円）

高 校 卒 140,100 140,100
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( 1 ) 50.0 )
1 8.3

( 0 ) 0.0 )
1 8.3

( 1 ) 50.0 )
2 16.7

( 0 ) 0.0 )
3 25.0

( 0 ) 0.0 )
2 16.7

( 0 ) 0.0 )
2 16.7

( 0 ) 0.0 )
1 8.3

( 0 ) 0.0 )
0 0.0

( 2 ) 100.0 )
12 100.0

( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
4 30.7

( 0 ) － )
2 15.4

( 0 ) － )
1 7.7

( 0 ) － )
0 0.0

( 0 ) － )
13 100.0

１ 級 ２ 級 ４ 級 ７ 級

（Ａ） （人） 13

（Ｂ） （人） 10

２号給 （人）

４号給 （人） 10

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 77

（Ａ） （人） 13

（Ｂ） （人） 7

２号給 （人）

４号給 （人） 7

６号給 （人）

８号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ） （％） 54

（３） 級別職員数

区 分
企 業 職

級 職　員　数　（人） 構　成　比　（％）

平成26年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級 (

４ 級
(

５ 級

(

４ 級

(

６ 級
(

７ 級
(

８ 級
(

７ 級
(

計
(

平成25年12月１日現在

１ 級
(

２ 級
(

３ 級

 （級別の標準的な職務内容

区                     分 ３ 級 ５ 級 ６ 級

(

５ 級
(

６ 級
(

課長補佐

８ 級
(

計
(

局次長
課   長
主   幹

局   長

（４） 昇給

区 分 企　　　　業　　　　職

企         業         職 主　事 主　事 主　査
係   長
主   任
主 　査

本
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率

前
 
 

年
 
 

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比 率
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（５） 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.13

支給対象職員の比率（ 平成26 年12 月１日現在） （％） 35.71

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額 （円） 2,500

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 緊　急　手　当

（６） 期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率計 職 制 上 の 段 階、 職務
備 考

６ 月 （月分） 12 月 （月分）
（月分） の級等による加算措置

本 年 度 有
( 1.0 ) （ 1.15 ） (2.15)

1.975 2.125 4.1

前 年 度 有
( 0.975 ) （ 1.125 ） (2.10)

1.9 2.05 3.95

有
一 般 会 計 ( 1.0 ) （ 1.15 ） (2.15)

の 制 度 1.975 2.125 4.1

（７） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等 備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59 一般会計の制度と同じ

一 般 会計

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特別措置の 制 度

（２％～45％加算）
（支給率等）

（８） その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

1

（１）

イ 137,329

ロ 190,958
△ 30,465 160,493

ハ 43,033,022
△ 6,349,052 36,683,970

ニ 1,311,601
△ 411,057 900,544

ホ 4,196
△ 846 3,350

ヘ 11,463
△ 2,628 8,835

ト 712

△ 658 54

チ 1,827

37,896,402

（２）

イ 176

ロ 260

ハ 1,872,083

1,872,519

（３）

イ 19,687

ロ 30,313

50,000

39,818,921

２

（１） 722,343

（２） 138,482

△ 6,895 131,587

853,930

40,672,851

建 物
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

平成27年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 28 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

地 上 権

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

長 期 貸 付 金

基 金

無形固定資産合計

投 資

投 資 合 計

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

- 10 -



３

（１）

イ 18,066,682

18,066,682

（２）

イ 32,426

32,426

18,099,108

４

（１）

イ 1,521,018

1,521,018

（２） 73

（３） 47,857

（４）

イ 8,944

8,944

（５）

イ 55,481

55,481

1,633,373

５

（１） 13,553,995

（２） △ 810,637

12,743,358

32,475,839

６ 4,144,297

７

（１）

イ 1,381

ロ 167,433

ハ 18,025

186,839

（２）

イ 3,865,876

3,865,876

4,052,715

8,197,012

40,672,851

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

負     債     の     部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

流 動 負 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

その他流動負債

預 り 金

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
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(消費税及び地方消費税抜き）

（単位：千円）

１

（１） 1,224,850

（２） 35,975

（３） 154 1,260,979

２

（１） 71,631

（２） 18,571

（３） 7,745

（４） 547,885

（５） 52,036

（６） 95,506

（７） 1,225,534

（８） 2,274 2,021,182

760,203

３

（１） 100

（２） 1,273,087

（３） 11,070

（４） 404,428

（５） 334 1,689,019

４

（１） 517,752

（２） 720 518,472 1,170,547

410,344

５

（１） 1 1

６

（１） 1,293

（２） 8,612 9,905 △ 9,904

400,440

237,692

3,296,919

3,459,667

管 渠 費

平成26年度天理市下水道事業予定損益計算書

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営 業 費 用

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

農 業 集 落 排 水 施 設 維 持 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

業 務 費

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

営 業 損 失

減 価 償 却 費

総 係 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

他 会 計 補 助 金

当 年 度 純 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 利 息

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

その他未処分利益剰余金変動額
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(消費税及び地方消費税抜き)

（単位：千円）

1

（１）

イ 137,329

ロ 190,958
△ 24,927 166,031

ハ 42,864,336
△ 5,278,710 37,585,626

ニ 1,311,601
△ 340,369 971,232

ホ 2,423
△ 347 2,076

ヘ 5,840
△ 1,439 4,401

ト 712
△ 471 241

チ 1,665

38,868,601

（２）

イ 176

ロ 260

ハ 1,903,607

1,904,043

（３）

イ 12,616

ロ 37,384

50,000

40,822,644

２

（１） 824,718

（２） 146,102

△ 6,568 139,534

964,252

41,786,896

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

長 期 貸 付 金

基 金

投 資 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

車 両 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

平成26年度天理市下水道事業予定貸借対照表

（ 平 成 27 年 ３ 月 31 日 ）

資     産     の     部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地
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３

（１）

イ
19,587,700

19,587,700

（２） 73

（３）

イ 28,801

28,801

19,616,574

４

（１）

イ
1,532,625

1,532,625

（２） 273

（３） 54,097

（４）

イ 8,748

8,748

（５）

イ 45,952

45,952

1,641,695

５

（１） 13,463,018

（２） △ 404,428

13,058,590

34,316,859

６ 3,823,531

７

（１）

イ 1,381

ロ 167,433

ハ 18,025

186,839

（２）

イ
3,459,667

3,459,667

3,646,506

7,470,037

41,786,896

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

その他流動負債

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資     本     の     部

資 本 金

その他流動負債合計

負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

負     債     の     部

固 定 負 債
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１ 下 水 道 事 業 3,054,230

収 益
１ 営 業 収 益 1,347,474

１ 下 水 道 使 用 料 1,311,381

1 下 水 道 使 用 料 1,311,381

２ 他 会 計 負 担 金 35,991

1 他 会 計 負 担 金 35,991

３ そ の 他 営 業 収 益 102

1 手 数 料 101

2 雑 収 益 1

２ 営 業 外 収 益 1,706,755

１ 受 取 利 息 100

1 預 金 利 息 100

２ 他 会 計 補 助 金 1,289,293

1 他 会 計 補 助 金 1,289,293

３ 県 補 助 金 10,571

1 県 補 助 金 10,571

４ 長 期 前 受 金 戻 入 406,209

1 長 期 前 受 金 戻 入 406,209

５ 雑 収 益 582

1 雑 収 益 582

３ 特 別 利 益 1

１ 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1

平成27年度天理市下水道事業会計予算説明書

節

 収益的収入及び支出

金  額 （千円）

収 入

款 項 目
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１ 下 水 道 事 業 2,636,939

費 用
１ 営 業 費 用 2,123,823

１ 管 渠 費 83,609

1 給 料 10,299

2 手 当 5,747

3 賞与引当金繰入額 1,276

4 法 定 福 利 費 3,325

5 被 服 費 50

6 備 消 耗 品 費 238

7 燃 料 費 205

8 印 刷 製 本 費 169

9 通 信 運 搬 費 137

10 委 託 料 16,300

11 賃 借 料 1,252

12 修 繕 費 41,810

13 動 力 費 2,531

14 材 料 費 100

15 負 担 金 20

16 雑 費 150

２ 農業集落排水施設 38,176

維 持 費
1 備 消 耗 品 費 10

2 燃 料 費 60

3 光 熱 水 費 87

4 通 信 運 搬 費 368

5 委 託 料 15,040

6 修 繕 費 18,728

7 動 力 費 3,819

8 薬 品 費 10

9 負 担 金 10

10 保 険 料 44

金  額 （千円）

支 出

款 項 節目
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３ 雨 水 ポ ン プ 場 費 8,525

1 備 消 耗 品 費 10

2 光 熱 水 費 146

3 通 信 運 搬 費 88

4 委 託 料 6,650

5 修 繕 費 500

6 動 力 費 1,091

7 保 険 料 40

４ 流 域 下 水 道 579,471

５ 業 務 費 41,918

1 印 刷 製 本 費 172

2 通 信 運 搬 費 2,391

3 委 託 料 37,552

4 賃 借 料 346

5 修 繕 費 50

6 貸倒引当金繰入額 1,407

６ 総 係 費 99,034

1 給 料 36,435

2 手 当 19,966

3 賞与引当金繰入額 5,841

4 賃 金 1,532

5 報 酬 131

6 法 定 福 利 費 14,581

7 旅 費 238

8 退 職 給 付 費 4,740

9 被 服 費 234

10 備 消 耗 品 費 1,383

11 燃 料 費 25

12 光 熱 水 費 755

1 負 担 金 579,471

項款 目 節

維 持 管 理 負 担 金

金  額 （千円）
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13 印 刷 製 本 費 748

14 通 信 運 搬 費 313

15 委 託 料 2,990

16 賃 借 料 863

17 修 繕 費 1,951

18 研 修 費 18

19 食 糧 費 10

20 厚 生 費 236

21 負 担 金 722

22 庁舎管理等負担金 4,500

23 保 険 料 488

24 雑 費 334

７ 減 価 償 却 費 1,228,043

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

８ 資 産 減 耗 費 45,047

1 固 定 資 産 除 却 費 45,047

２ 営 業 外 費 用 512,051

１ 支 払 利 息 480,130

1 企 業 債 利 息 479,676

2 一 時 借 入 金 利 息 450

3 リ ー ス 支 払 利 息 4

２ 消 費 税 及 び 31,921

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 65

１ 過年度損益修正損 65

1 過年度損益修正損 65

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

金  額 （千円）

1

2

節

1

79,600

款 項 目

地 方 消 費 税

1,148,443

31,921
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１ 下 水 道 事 業 431,965

資 本 的 収 入
１ 負 担 金 19,266

1 受 益 者 負 担 金 846

1 受 益 者 負 担 金 846

２ 工 事 負 担 金 18,420

1 工 事 負 担 金 18,420

２ 補 助 金 399,770

１ 他 会 計 補 助 金 329,770

1 他 会 計 補 助 金 329,770

２ 国 庫 補 助 金 70,000

1 国 庫 補 助 金 70,000

３ 長 期 貸 付 金 2,929

回 収 金
１ 長 期 貸 付 金 2,929

水洗便所改造資金
貸 付 金 回 収 金

４ そ の 他 10,000

資 本 的 収 入
１ そ の 他 10,000

そ の 他
資 本 的 収 入

1

1

項 目

資 本 的 収 入

 資本的収入及び支出

10,000

金  額 （千円）

収 入

節款

回 収 金
2,929
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１ 下 水 道 事 業 1,831,764

資 本 的 支 出
１ 建 設 改 良 費 286,193

１ 公共下水道整備費 40,018

1 管 渠 整 備 費 23,200

2 桝 設 置 費 14,000

3 補 償 費 2,818

２ 公 共 下 水 道 153,268

長 寿 命 化 整 備 費
1 管 渠 整 備 費 117,000

2 調 査 設 計 委 託 料 25,000

3 補 償 費 11,268

３ 特 定 環 境 保 全 8,000

公共下水道整備費
1 管 渠 整 備 費 3,000

2 桝 設 置 費 5,000

４ 農業集落排水施設 500

整 備 費
1 桝 設 置 費 500

５ 流 域 下 水 道 51,921

流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

６ リ ー ス 債 務 費 295

1 リ ー ス 債 務 費 295

７ 職 員 給 与 費 24,205

1 給 料 11,277

2 手 当 8,509

3 法 定 福 利 費 4,419

８ 固 定 資 産 購 入 費 7,986

1
工 具 、 器 具
及 び 備 品 費

6,071

2 車 両 及 び 運 搬 具 1,915

２ 長 期 貸 付 金 10,000

１ 長 期 貸 付 金 10,000

水 洗 便 所 改 造
資 金 貸 付 金

1

51,921建 設 負 担 金

金  額 （千円）

1

款 項 節目

支 出

10,000

- 20 -



３ 企業債償還金 1,532,625

１ 企 業 債 償 還 金 1,532,625

1 企 業 債 償 還 金 1,532,625

４ そ の 他 2,946

資 本 的 支 出
１ そ の 他 2,946

そ の 他
資 本 的 支 出

款 項 目 節 金  額 （千円）

1 2,946資 本 的 支 出
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注記

Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　(リース資産を除く。)

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 50年

構築物 50年

機械及び装置 10年～30年

車両及び運搬具  5年

工具、器具及び備品  3年～5年

無形固定資産　(リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 50年

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

２ 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

（１）

（２）

（３）

（１）

（２）

（３）

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額

に相当する額を計上している。

職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。
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Ⅱ． 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

２ 引当金の取崩し

退職給付引当金の取崩し

賞与引当金の取り崩し

貸倒引当金の取り崩し

Ⅲ． リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

（１）

平成27年度において、期末手当及び勤勉手当として8,748千円を支給することと

（２）

なったため、賞与引当金8,748千円を使用する。

平成27年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、貸倒

貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む。)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は6,348,338千円

である。

平成27年度において、退職手当として1,115千円を支給することとなったため、

引当金1,080千円を使用する。

（３）

退職給付引当金1,115千円を使用する。

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理を行っている。
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